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“つながらない権利”によって勤務時間

外の連絡を拒否したいと思っている人の

割合は 72.6％～連合の調査結果から 

 

テレワークや副業などの広まりから働

き方が柔軟になった一方で、勤務時間と

プライベート時間の区別がつけづらくな

ってきています。連合が実施した、勤務

時間外の業務上の連絡に関する意識や実

態、“つながらない権利”に関する意識調

査から注目すべき点をご紹介します。 

◆調査結果のポイント 

○「勤務時間外に部下・同僚・上司から

業務上の連絡がくることがある」72.4％ 

 その頻度は、「ほぼ毎日」（10.4％）、

「週に ２～３ 日」（14.3％）、「月に２

～３日」（12.1％）、「月に １ 日以下」

（17.9％）。業種別にみると、［建設業］

（82.7％）が最も高く、次いで［医療、

福祉］（79.6％）、［宿泊業、飲食サービ

ス業］（78.0％）となっています。 

○「勤務時間外に部下・同僚・上司から

業務上の連絡がくるとストレスを感じ

る」62.2％ 

また、その連絡の内容を確認しないと、

内容が気になってストレスを感じると回

答した人の割合も、60.7％ありました。

同様に、取引先からの連絡については、

59％の人がストレスと感じているよう

です。 

○「“働くこと”と“休むこと”の境界を

明確にするために、勤務時間外の部

下・同僚・上司からの連絡を制限する

必要があると思う」66.7％ 

また、「取引先からの連絡を制限する必

要がある」と回答した人の割合も 67.7％

ありました。 

○「“つながらない権利”によって勤務時

間外の連絡を拒否できるのであれば、

そうしたいと思う」72.6％ 

一方で、「“つながらない権利”があっ

ても、今の職場では拒否は難しいと思う」

と回答した人は 62.4％いて、業種で見

ると、［建設業］（74.1％）が最も高く、

次いで［宿泊業、飲食サービス業］

（73.2％）［医療、福祉］（72.8％）と

なりました。 

◆“つながらない権利”の法制化 

 勤務時間外に仕事上のメールや電話へ

の対応を拒否できる権利、いわゆる「つ

ながらない権利」は、日本では法制化さ

れていません。法制化されたとしても、

業種によっては、特殊性や緊急性によっ

て、権利を十分に行使できない可能性も

あります。また、拒否することによる勤

務評価やキャリア形成への悪影響を心配

する労働者もいます。 

権利を行使したい反

面、行使することによ

る不安を強く感じる人

は多いでしょう。今後

日本でどのように法整

備されるのか、注目で

す。 

【日本労働組合総連合会「“つながらない

権利”に関する調査 2023」】 

https://www.jtuc-rengo.or.jp/info/c

housa/data/20231207.pdf?6597 
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介護離職、支援制度利用の現状と対

策の必要性 

 

◆介護離職に関するアンケート結果 

東京商工リサーチが行った「介護離職

に関するアンケート」の結果によると、

2023 年８月までの１年間に介護離職が

発生した企業は 10.1％あったそうです。

離職してしまった従業員の属性は、正社

員が 65.3％を占めています。 

一般的には、50 歳代から親の介護を

担う必要が高まる傾向にあります。つま

り、働き盛りの中堅以上の従業員が、介

護のために離職してしまう可能性が高ま

るということです。 

◆制度の利用状況 

一方、同調査では、介護休業または介

護休暇の利用状況についての結果も示さ

れています。介護離職した従業員の半数

以上（54.5％）が、介護休業または介護

休暇を利用していなかったことがわかり

ました。 

仕事と介護の両立支援をマニュアルな

どで明文化している企業は 50.2％あっ

たとのことですので、従業員への制度周

知や会社による利用の働きかけの不足、

従業員が周囲に遠慮してしまい休暇が取

りにくいといった状況がうかがえます。 

◆育児・介護休業法の改正予定 

2024 年の通常国会で、育児・介護休

業法の改正が予定されています。 

従業員への介護に関する情報提供や制

度選択の意向確認の義務化などが検討さ

れているほか、休業制度の利用を促すた

めの研修や相談窓口の設置を求めること

も議論されるようです。 

「介護のことは従業員個人の問題」と

いう意識だったり、介護に限らずそもそ

も休暇が取りにくかったりというのでは

人を採用できる会社にはなれない、とい

う時代になっているようです。今後の法

改正の動向も見ながら、従業員の介護離

職による損失を防ぐ方策をしっかりと考

えていきたいですね。 

【東京商工リサーチ「介護離職に関する

アンケート」調査】 

https://www.tsr-net.co.jp/data/det

ail/1198090_1527.html 

 

国家公務員の男性育休取得率が初の

7 割に 

 

◆令和４年度の国家公務員の男性育休取

得状況 

人事院は、仕事と家庭の両立支援のた

めの制度等の検討に資するため、令和４

年度における一般職の国家公務員の育児

休業等の取得実態について調査を実施し、

一般職の男性職員の育児休業取得率が過

去最高の 72.5％（前年度比 9.7 ポイン

ト増）だったことを公表しました。７割

を超えたのは初で、４年前の平成 30 年

度では 21.6％だったことを踏まえると、

ここ数年で急激な増加となっています。 

◆取得期間は「２週間以上１月以下」が

約５割で最多 

同調査によれば、取得期間としては、

男 性 で は 「 ２ 週 間 以 上 １ 月 以 下 」 が

48.6％で最も多く、「１月超３月以下」

（22.5％）、「３月超６月以下」（9.2％）

が続いています。なお、女性では「９月

超 12 月以下」が 31.2％で最も多く、

次いで「12 月超 24 月以下」（30.3％）

となっています。 

◆くるみんの認定基準も厳しく 

政府は 2030 年度までに、民間を含む

男性育休の取得率を 85％まで引き上げ

る目標を掲げています。「子育てサポー

ト企業」として厚生労働大臣が認定をす

る「くるみん」についても、2024 年以

降に、男性育休取得率の基準が 10％か

ら 30％に引き上げられる方針です。 

育児・介護休業法改正後、男性育休の

取得促進についても広く知られるところ

となってきました。男性の育休取得の促

進は、企業にとっても人材確保や両立支

援の面から無視できない課題です。今後

より一層の取組みを検討していきたいと

ころです。 

 


